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はじめに 

 東京においては超高齢社会への対応、待機児童解消に向けたさらなる対策、障害者の就労促進

など福祉サービスの一層の充実が求められており、そのためには、サービスを担う福祉人材を質・

量ともに充足させていくことが必要です。 

 

 しかし、少子化による生産年齢人口の減少、経済情勢や他の業種の動向などにより、福祉人材

の確保等は、ますます困難な状況となっています。このような厳しい状況の中において、採用活

動、新人職員の育成、職場への定着支援に関して効果的な取組を実施し、働きがいと働きやすさ

を両立している職場が多く存在しています。 

 

 こうしたことから、「職員の確保、育成、定着に関して効果的な取組を実践している福祉事業所

が、これまで様々な問題にどのように向き合い、どのように問題を解決してきたのか」、他の事業

所の方が学ぶきっかけとなるよう、本事例集を作成しました。 

 

 本事例集では、東京都内の高齢・保育・障害の事業所からバランスを考慮しつつ７事例を紹介

していますが、掲載されている事例はどの分野にも共通する取組が中心となっています。ぜひと

も自事業所以外の分野の取組についてもご覧いただければと思います。 

 

 掲載している事業所の取組も、当初から効果的な取組を実践できたわけではなく、様々な問題

と向き合いながら、一つずつ課題を解決しています。本事例集が皆様方の事業所における職場環

境整備の一助になれば幸いです。 

 

 

平成 30 年 1 月 

 

東京都福祉人材対策推進機構 

 

 

 

 

東京都福祉人材対策推進機構 

東京にある福祉事業者、職能団体、養成施設、就労支援機関や区市町村等行政機関の役割分担と

連携協力により、福祉人材対策の課題や方策を検討し、人材の掘り起こしから育成、職場定着ま

でを総合的に支援する協議体です。 
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１ 事業概要・本事例集の活用方法 

 本事例集は、平成 28 年度東京都福祉人材対策推進機構事業「福祉事業者の職場環境整備支援

事業」の一つとして、職員の採用、育成、定着に関して効果的な取組を実践している福祉事業

所（以下、モデル事業者という）の事例を分析、検証し、その事例を他の事業所に普及させる

ことを目的に作成しました。 

 

 モデル事業者の対象 

都内に所在する以下のいずれかを満たす事業所を対象としてモデル事業者を選定 

 

ア 介護保険法に規定する介護保険事業所 

イ 認可保育所、認証保育所 

ウ 障害者総合支援法に規定する障害福祉サービス事業者 

※法人単位・事業所単位のいずれも対象 

 

 実施方法 

モデル事業者の選定及び分析・検証方法は以下のとおり 

〔平成 28年度〕 

①自薦・他薦による事業者からの申込みの受付（30 箇所程度） 

②電話によるヒアリングの実施 

③東京都福祉人材対策推進機構専門部会（人材確保）において、モデル事業者を 7 箇所選定 

④モデル事業者 7 箇所について、「採用、育成、人事労務、組織風土、処遇」の視点から、事

業者訪問等により分析、検証等を実施（分析、検証等の業務を㈱エイデル研究所に委託） 

⑤東京都福祉人材対策推進機構専門部会（人材確保）において、分析・検証内容を協議 

⑥報告書のとりまとめ 

〔平成 29年度〕 

⑦本事例集の作成 

 

 本事例集の活用方法 

 主に経営者・管理職員が事業所の職場環境づくりを行う上で、参考となる実践事例を掲載し

ていますが、環境が異なる事業所が単純に同じ取組を導入しても、必ずしも成果が得られませ

ん。 

 まずは、各法人・事業所の問題と向き合うプロセスの一助となるように、「取組の実践にあた

ってのポイント」（p.4）をご一読いただいた上で、各事例を読み進めていただくと、より効果

的です。 

 また、モデル事業者は、高齢・保育・障害の分野から７箇所を選定していますが、本事例集

に掲載されている取組は分野に関わらない汎用的な取組が中心となっています。 

 各事例ともに分野横断的に活用いただける取組ですので、他分野の事例についても、ご覧い

ただければ幸いです。 

 

 各事例の記載内容 

 本事業の目的に合わせて、各事例を、①問題は何であったのか、②課題をどこに定めたのか、

③どのような対策を実行したのか、④結果はどうであったか、という視点で分析・記述してい

ます。 
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２ 取組の実践にあたってのポイント 

 モデル事業者も、当初から効果的な取組を実践できた訳ではありません。様々な問題に直面

し、一つずつ課題を解決しています。 

 ここでは、モデル事業者が、取組を進めてきたプロセスで、共通して実践しているポイント

を整理しました。 

 職場環境の改善を検討するにあたり、まずは、この５つのポイントを理解した上で、取組を

進めてみてください。 

 

 

 

 

取組実践５つのポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■Ｐｏｉｎｔ１ 自組織の課題を明確にする作業をしっかりと行う 

 

 職場で起こっている表面的な問題よりも、その背景にある真の課題を分析することが必要です。

すべてのモデル事業者の事例において、まずその分析が行われています。問題解決においては、

非常に重要な工程の一つであり、仮説を立て課題を明確にすることがその後の取組の効果的な検

討につながります。 

 

組織風土 

（文化） 

Point１ 

自組織の課題の明確化

Point２ 

職員のニーズをくみ取る

職員参加型 

Point３ 

職員の納得性に考慮 

Point４ 

仕事の見える化

Point５ 

行動を起こし 

その次へ 

法人理念の理解・促進 
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■Ｐｏｉｎｔ２ 職員のニーズをくみ取って職員参加型で実施する 

 

 職員のニーズを引き出すためにはコミュニケーションの質と量のどちらも必要になります。モ

デル事業者の多くは、自組織の課題を解決するにあたり、様々な手法で職員から情報収集を行っ

ています。経営側が職員に対してしっかりと耳を傾けることで職員もそれを敏感に感じ取り、課

題解決に向け取り組むといった好循環が生まれています。 

 また、役割や権限を下の階層に付与し、職員に当事者意識を持たせながら、経営者（管理側）

と職員（現場）が協力して課題解決を進めることも一つの方法です。 

 特に参考になる事例 ▶事例３ ▶事例５ ▶事例６ ▶事例７ 

 

■Ｐｏｉｎｔ３ 職員の納得性を考慮する 

 

 組織風土（文化）は、法人理念や経営者の方針、それまでの歴史、外部環境、働いている職員

等、様々な要素が影響して形成されていますが、経営幹部の考え方はその中でも大きく影響して

いるものの一つです。 

 組織が職員に求めるものを明確にし、職員が納得すると、そこに組織としての一体感が生まれ

始めます。すると、他の職員も周囲から影響を受けて、職場全体の意識がそろうという好循環が

生じてきます。職場環境の整備は、職員の働き方や働く意識の改革でもあります。組織の理念に

基づいた思い（ねらい）を丁寧に伝えて、職員の納得性を引き出す努力も必要となります。 

 特に参考になる事例 ▶事例１ ▶事例４ ▶事例７ 

 

■Ｐｏｉｎｔ４ 仕事の見える化を進める 

 

 モデル事業者は、本質的に何が大事なのかを掘り下げ、取組内容や考察を言語化し、そこで可

視化された仕事のポイントを仕組みやツールとして分かりやすく表現する「仕事の見える化」を

行っています。 

 見える化により、職員は自分が何を学べばいいのか、スキルアップには何が必要なのかが分か

りやすくなります。また、仕事の見える化に取り組むこと自体が、職員を巻き込みながら仕事の

質について議論をすることにつながり、結果として仕事の質を高めることに寄与しています。 

 特に参考になる事例 ▶事例１ ▶事例２ ▶事例４ 

 

■Ｐｏｉｎｔ５ まずは行動を起こしその次につなげていく 

 

 モデル事業者の事例では、大きな課題解決に至るまでに複数の対策を実行しているケースが多

くみられます。始めから立派な仕組みを作ることができた訳ではなく、問題解決や作られた仕組

みやツールを活用し、次の取組（対策）につなげています。このように、職場の改善に取り組む

ことが、新たな可能性につながることから、改善に向けて、まずは行動を起こすことが重要です。
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３ 事例掲載ページの構成 

 

（１）事例冒頭の「本事例における対象」表示について 

 事例を読み進める前に、組織区分欄により、各事例が「法人

全体による取組」であるのか、「特定の事業所による取組」であ

るのかを確認してください。 

 

 

 

 

 

（２）取組のポイント表示について 

 各事例の内容（テーマ）が一目で分かるように、以下の分類でアイコンを表示し、事例の冒頭

にポイントを記述しています。 

 

採用活動 人材育成 
定着促進 

人事・労務関連 組織風土 処遇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）各事例掲載のプロフィールについて 

 各事例に掲載の事業者プロフィールについては、以下のとおり記載しています。 

 

 
   社会福祉法人 ○○○○○○○ 

   ○○ ○○○ 

   東京都○○○区○○○町 1 丁目 2番 3 

   保育所 

   平成○年 

   ①正規職員 ○○名、非正規職員 ○○名（法人職員数：○○○名） 

②離職率 ○○% 

③有給休暇取得率 ○○○% 

※平成 28年度データ 

 

本事例における対象 

組織区分 事業所

職員数 
正規 ○○名

非正規 ○○名

サービス種別 高齢 

法人名 

理事長名 

所在地 

事業概要 

設立等 

基礎ﾃﾞｰﾀ 

取組のポイント 

 

 

採用 育成 
人事
労務

組織
風土

処遇 

    ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

    ○○○○○○○○○○○○○○○○○ 
採用 

    ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

    ○○○○○○○○○○○○○○○○○ 
処遇 
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法人名 ：法人全体に対する報告の場合は「法人名のみ」記載 

     特定の事業所の取組の報告の場合は「事業所名」を記載 

理事長名：理事長名を記載。事業所の場合は施設長名を記載 

所在地 ：法人本部、または事業所住所を記載 

事業概要：主なサービス種別を記載 

設立等 ：原則として法人の設立を記載するが、場合によりそれ以外の記載も有 

     （その際は、注意書きを付す） 

基礎データ：①正規職員数、非正規職員数  平成 28年 4月 1日時点 

      ②離職率（正規職員）  平成 28年度の退職者数（正規）／職員数（正規） 

      ③有給休暇取得率    平成 28年度の取得日数／付与日数 
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４ 掲載事例の目的別一覧 

 各事例のポイントを「採用」、「育成」、「人事労務」、「組織風土」、「処遇」に分類し、以下の

とおり一覧にしています。法人・事業所としての課題が明確である場合は、目的別一覧を索引

として使用するなど参考にしてください。 

 

  掲載 

 
短時間勤務職員の能力を活用できる仕組みを構築したい p.12 

採用・育成・定着促進をワンストップで検討したい p.19 

採用活動体制を見直したい p.44 

 

職員育成状況の見える化を図りたい p.11 

計画的に新人教育を行いたい p.16 

職員参加型で人材育成を図りたい p.24 

目標を明確化し、職員の意識改革を行いたい p.28 

評価を人材育成のツールに活用したい p.29 

法人理念や運営方針の理解浸透を徹底させたい p.47 

管理職や指導職を計画的に育成したい p.48 

 

短時間勤務でも業務分担できる仕組みを構築したい p.12 

人事考課を活用し、法人の理念・浸透を確認したい p.13 

仕事の進め方を見直し、休暇取得率を向上させたい p.32 

職員ニーズを把握し、課題解決を図りたい p.35 

くるみん取得により休暇取得を促進したい p.41 

柔軟な雇用・就業形態を設けたい p.48 

 職員参加型の組織文化を構築したい p.22 

みんなで考える職場を構築したい p.32 

 
透明性の高い処遇を実現したい p.13 

キャリアパスと連動した処遇体系を構築したい p.20 

実力主義の処遇体系を構築したい p.49 

採用 

育成 

人事 
労務 

組織 
風土 

処遇 
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採用から育成・定着までを見据えた人事制度 

により、多様な人材の働きやすさと働きがい 

を実現 
 

社会福祉法人さくらぎ会 特別養護老人ホームこもれびの郷 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組を進める前の背景】 

○社会福祉法人さくらぎ会では、資格を持ちフルタイムで働ける正規職員中心の採用

方針であった。一方、平成15年頃、介護福祉士養成機関入学者が減少してきた。 

 

【取組】 

○多様な働き方を受け入れ、様々な方が活躍できる職場づくりのため、積極的なパー

ト職員の採用を進める 

○介助シーンを「無資格者でもできること」と「有資格者しか対応できないこと」に

細分化し、ランク別業務内容・スキル項目、業務手順書、チェック票を構築した。 

○短時間勤務の希望を可能とするために、プロジェクトチームにより有資格者が担当

する業務、無資格者が担当する業務を分けて設定する「業務の切り出し」を行い、

業務の細分化を図った。現在２時間単位で設定し、その組合せで全ての業務を編成

している。 

○業務はすべてシフト表に反映される。業務が細分化されており、職員の育成状況が

具体的に把握できているため、過不足のない最適な人員配置も可能となっている。 

○パート職員の処遇に関する明確なルールを設定し、年に２回時給見直しの機会を設

け、パート職員のモチベーションの向上を図る。 

○法人の理念を具体化したハンドブックにより理念の浸透を図り、人事考課にも活用

している。 

  

本事例における対象 

組織区分 事業所

職員数 
正規 45名

非正規 45名

サービス種別 高齢 

１ 

職員の育成状況を見える化した育成プログラム 

業務の細分化（2時間単位）による短時間勤務への対応 採用 

採用 

透明性の高い処遇 処遇 

法人理念の理解・浸透を確認するための人事考課制度 

育成 

人事 

労務 

人事 

労務 

ポ イ ン ト 

事例のあらまし 
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【多様な働き方を受け入れパート採用を進める】 

 採用方針の転換に伴い、積極的にパートの採用を進めたところ、同じパート勤務で

も育成の度合いに大きな違いがみられた。そこで、職員を観察・ヒアリングした結果、

介助の成功体験を持った職員は伸びることが判明した。 

【職員の育成体制の構築】 

 ５～６人のプロジェクトチームを結成し、育成体制の構築に取り組んだ。まずは、

介助シーンを「無資格者でもできること」と「有資格者しか対応できないこと」に細

分化したのち、習得段階を10ランクに細分化し、ランク別業務内容・スキル項目、業

務手順書、チェック票を構築した。 

【現在の職員育成プログラム】 

 現在は、細分化したスキル項目が127あり、職員が習得したスキル項目は「獲得ス

キルポイント」となり、処遇に反映される。 

 スキル獲得は、チェック票に従い、自己評価と主任・副主任の評価等により決定し、

獲得スキルポイントの合計点により、職員育成プログラムのランクが決まる。 

 無資格で入職しても３年後には「ランク５」に達するよう設計されており、介護福

祉士の資格取得が可能となる仕組みになっている。資格取得までの道のりが「見える

化」されているので、職員の意欲向上にもつながっている。 

 現在は、一般学部からの大学生の採用も可能となるなど、この職員育成プログラム

が機能している。 
 

図表１【介護職員ランク別獲得スキル（能力）一覧表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員の育成状況を見える化した育成プログラム 取組１ 

ランク パート 正職員

　※上位のランクのスキルをすべて獲得することでランクアップします。

　※現在のランクより下のスキルはラックアップ後も維持するものと考えます。

　※各内容はユニット別に４種類スキル習得が必要な場合もあります。
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図表２【介護職員ランク別スキルチェック票（ランク１の例）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

【業務の細分化と希望する働き方への柔軟な対応】 

 パート職員の活用を進めていくと、職員の口コミから、求人を出していない時にも

求職者からの問合せが入るようになってきた。４時間だけ働きたいという短時間勤務

の希望に対応するため資格のあるケアワーカーが担当する業務、無資格者が担当する

業務を分けて設定する「業務の切り出し」を行い、業務の細分化により対応を図った。

現在は細分化を進め２時間単位ですべての業務を編成している。 

 こうした希望する働き方への柔軟な対応によって、４時間パートで入職し、その後

正職員になった職員もいる一方、正職員で入職し、パート勤務となった職員もいる。

正職員、パート職員、双方向の働き方が柔軟に選択できるのは、雇用形態が変わって

も、獲得スキルポイントやランクは維持され、処遇への影響が少ないからである。 

【人材育成に重点を置いた職員配置】 

 当該法人では、独自の「セミユニットケア」の介護スタイルをとり、入所者約80人

を20人ずつの４ユニットに分け、１ユニットを７人の正職員と数人のパート職員で構

成される専属チームが担当する。これが質の高い介護に繋がり、職員にとっても、や

りがいや働きやすさに繋がっている。 

 フロアで割り振られている業務は、前述のスキル項目127の作業の組み合わせで構

成されている。新入正職員は主任から指導を受け、主任は新人職員の育成状況を管理

し、精神面でのサポートも担う。  

業務の細分化（２時間単位）による短時間勤務への対応 取組２ 
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 パート職員の処遇（時給）は、以下の仕組みで運用されている。 

 

時給＝基本給＋出勤条件（早・遅・夜勤)＋獲得スキル＋就業年数＋その他（資格) 

            ①         ②     ③     ④ 

① 担い手の少ない早・遅・夜勤のシフトに入ることにより昇給 

② 職員育成システムに連動し、担える業務が増えると昇給 

③ 経験給（就業１年で自動的に10円昇給） 

④ 資格取得で昇給 

 

 年に２回時給見直しの機会を設定し、昇給した際には必ず書面で通知する仕組みが、

職員のモチベーションアップにもつながっている。 

 また、この仕組みを賃金一覧表で示すことにより、他人と比較しやすく、処遇の不

満が出た際にも理由を明確に説明できる。 

 加えて、職員育成システムのランクは、一度昇格するとそのランクからは落ちない

仕組みになっているので、その職員ががんばれるタイミングで時給アップにつなげる

こともできている。 

 

 
 
 

 

＜社会福祉法人さくらぎ会の基本理念＞ 

 「人にやさしく」 

＜こもれびの郷の基本方針・「人に優しく」を実践するための具体的行動＞ 

 「常に相手の立場に立って考える」 

  ・利用者、ご家族様の立場に立って寄り添うケアを行う。 

  ・共に働く職員の立場に立って日々の業務を行う。 

  ・地域の方の立場に立って施設のあり方を考える。 

 

 「福祉の理念や法人の理念を十分理解し、福祉職員としての基本姿勢を全ての職員

に身につけてほしい」という想いから、福祉サービス第三者評価受審を契機に、第三

者評価の項目を参考に、法人理念の理解や専門職にふさわしい実践を促すためのハン

ドブックを作成した。毎年全職員に対して個別にハンドブックの内容を口頭で説明を

する。 

 また、「業務の中できちんと理念を実現しているか」を確認するため、ハンドブッ

クの内容を基本とした人事考課項目を作成した。小項目１点の設定で100点取れると

満額賞与が支給される。また、自由記述の「自分以外の職員の『良い行い』や『頑張

り』」に名前が上がった職員には加点され、記入した職員にも加点される。 

 人事考課の得点は、昇格要件にもなっているが、多くの職員が「がんばっている」

と認めている職員が昇格するので、人事に対しての納得性が高い。 

  

透明性の高い処遇 取組３ 

法人理念の理解・浸透を確認するための人事考課制度 取組４ 
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図表３【個人評価記入用紙】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 さくらぎ会は、厳しい採用状況に対応するため、短時間勤務者の採用へ方針転換を

図った。その際に、短時間勤務者が活躍できる方法を考え、業務の細分化を行った。

プロジェクトチームを組んで検討し、業務を４時間単位（現在は２時間単位）で区切

ることで、業務の分担、人材育成、処遇決定といったその後の仕組みが構築でき、職

員にとっても分かりやすく納得しやすい仕組みとなった。 

 また、法人理念・基本姿勢を職員に対して徹底して浸透させられたことが、これら

の仕組みを構築できた背景にある。加えて、新しい取組を始める際は、プロジェクト

メンバーが主体となって構築し、運用までも担っているところも、うまく機能するた

めのポイントとなっている。 

  

まとめ 
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特別養護老人ホームこもれびの郷 宮林施設長 

 これまで、特に新しい事に取り組む際は、職員の意思や主体

性を尊重しながら進めてきました。職員一人ひとりが自分で目

標を設定したり、小さなことを積み上げて達成していくことが、

一法人一施設という小さな組織においては、必要なことだと考

えたからです。現在の業務の仕組みは、小さい組織だからこそ

構築できたことなのかもしれません。しかしながら厳しい経営

環境の中、更に新たな仕組みの必要性を感じております。その

ため現在は、小規模法人が集まって連携していく取組を模索し

ています。当法人の人材育成委員会プロジェクトの活動は、前

向きで勉強熱心なスタッフの努力で完成し運用がなされており

ます。この仕組みは、そうした人たちに支えられ、今後も時代に合わせて変化してい

くことと思います。 

 

 
 
 

法人名  社会福祉法人さくらぎ会 特別養護老人ホームこもれびの郷 

理事長名 宮林 瑛 

施設長  宮林 大輔 

所在地  東京都あきる野市雨間385-2 

事業概要 特別養護老人ホーム 

開 設  平成６年 

事業所基礎データ ①正規職員45名、非正規職員45名（法人職員数183名） 

         ②離職率6.6％ 

         ③有給休暇取得率78.4％ 

         ※平成28年度データ 

事業者コメント 

事業者プロフィール 
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職員定着のサイクルを築く計画的な新人 

教育体系 

 
社会福祉法人聖風会 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組を進める前の背景】 

○ 社会福祉法人聖風会では、人材育成のために、先進的に人事考課に取り組んでき

た。しかし人材育成のためのツールが新人職員の定着につながらないといった課題

があった。 

 

【取組】 

○ 新人教育ツールを作るにあたってプロジェクトを立ち上げ、新人職員一人ひとり

の成長に合わせた教育ができる法人独自のツール「Ｄｏ簿」を策定した。この仕組

みが、新人職員と先輩職員のメンバーシップを高める役割も果たしている。 

○ 人材に関するトータルなマネジメントを行うため、採用から教育、教育から育成、

育成から定着をワンストップで統括する法人横断型プロジェクトとして平成25年

度に「人材マネジメント委員会」を発足させた。このことで新鮮な企画も生まれ、

採用活動の幅が広がった。また、採用活動から得たデータを細かく記録・分析し、

次の採用活動に役立てている。 

○ キャリアパス制度と処遇とが完全に連動し、人事考課制度とも連動しているの

で、評価→育成・活用→処遇のサイクルをしっかりと回すことができている。 

 

 
 
 

【職員意識調査の実施】 

 聖風会では、人材育成の仕組みがあるにもかかわらず、一人前に成長する前の若い

職員が辞めてしまうという状況にあった。 

 そこで、「期待している職員像」と入職してくれる「職員のレベル」に大きな乖離

があると仮定し、平成19年に職員意識調査を実施し、現状の詳細把握に努めた。その

結果、「計画的」人材育成への職員の期待が非常に高いことがわかった。 

本事例における対象 

組織区分 法人 

職員数 
正規 459名

非正規 420名

サービス種別 高齢 

オリジナル新人教育チェックシート「Ｄｏ簿」による計画的な新人教育

採用・教育・定着促進を統括する「人材マネジメント委員会」の設置採用 

育成 

キャリアパスと連動した、納得性のある処遇体系を構築 処遇 

ポ イ ン ト 

事例のあらまし 

オリジナル新人教育チェックシート「Ｄｏ簿」による計画的な新人教育 取組１ 
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 これまで法人に存在していた新人育成の仕組みは、マニュアルを提供し一定期間が

過ぎた後に評価するという形で、個別育成型ではなく、できたかできなかったかを確

認する査定型に近かった。このような仕組みでは、新人職員一人ひとりの成長に応じ

た育成ができず、また、教える先輩職員のやり方や手順に委ねられてしまうという点

にも問題があった。法人理念に沿ったサービスの基本をしっかりと習得でき、業務に

関わる全てを一定レベルで担保できる、新人職員一人ひとりの成長に合わせた教育が

できる法人独自の新人教育ツールの策定が必要であった。 

【新人教育体制・ツールの構築に着手】 

 新人教育ツールを作るにあたっては、平成19年にプロジェクトを立ち上げ、現場の

業務を一つひとつ洗い出すことから始め、法人としての共通業務とそれぞれの部署に

おける独自業務を分別した。その中から入職から１年間で身に付けて欲しい業務を抽

出し、チェックリストを作成した。 

 チェックリストは、まずは自己評価として振り返りを行い、自分でできるように

なったと思う項目について、順次先輩職員に確認をしてもらう仕組みとした。チェッ

クリストの表現は行動レベルにまで落とし込み、特に注意が必要な点はその勘所を記

載することで、できるようになるためのヒント本のレベルの形になっている。新人職

員と先輩職員とが良好な関係性を築き、メンバーシップを高めるツールとしての役割

も併せ持たせるために、この新人教育ツールを媒介にして１年間交換日記のようにや

り取りをすることができる仕組みもある。 
 

図表１【「Ｄｏ簿」による新人職員研修スケジュール】 
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図表２【新任職員職場内研修簿「Ｄｏ簿」表紙】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３【Ｄｏ簿の内容 ※抜粋】 

（270項目からなる「チェックリスト」と、新人と指導職員が毎日記入する「育成シート」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 こうして新人教育ツールとして作成した「Ｄｏ簿」は、教える側である先輩職員(ト

レーナー)もサービスの基礎を振り返ることができ、責任感が芽生えるという利点が

ある。新人職員を教える立場のトレーナーとして、２～３年目の比較的年齢層の近い

職員がマンツーマンで対応している。トレーナーの教えることへの不安に対しては相

談員や係長がサポートすることで教育体制に万全を期している。  
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【人材マネジメント委員会の設置】 

 採用、新人教育、定着について、それぞれが別の部署で担当するという、言わば縦

割りの役割分担で行ってきたが、非効率であったことから、人材に関するトータルマ

ネジメントを行うため、採用から教育、教育から育成、育成から定着をワンストップ

で統括する法人横断型プロジェクトとして、平成25年度に「人材マネジメント委員会」

を発足させた。 

 採用は法人全体の取組だという意識を職員に持ってもらうことで、より一層の職員

育成型法人の基盤が確立する。そこで、各部門において介護職から「採用活動担当職

員」を２名ずつ任命し、現場を巻き込んだ採用活動を展開している。 

【採用活動の幅の広がり】 

 人材マネジメント委員会が機能しはじめ、活発な意見交換が行われることで、今ま

でにはなかった新鮮な企画（利便性の高い施設を利用した職場説明会の実施、車でめ

ぐる施設見学会等）も生まれ、採用活動の幅が広がった。 

 また、人材マネジメント委員会が採用に深くかかわることで、採用活動から得た

データを細かく記録・分析でき、次の採用活動に役立てている。 
図表４【人材マネジメント委員会の具体的な活動内容①（採用活動のスケジュール化）】 

 
図表５【人材マネジメント委員会の具体的な 図表６【人材マネジメント委員会の具体的な 

活動内容②（広報型Webページの構築）】 活動内容③（職員参画型広報誌の発行）】 

  

採用・教育・定着促進を統括する「人材マネジメント委員会」の設置取組２ 
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 キャリアパス制度は処遇と完全に連動し、人事考課制度との連動も機能しているの

で、評価→育成・活用→処遇のサイクルをしっかりと回すことができる。また、聖風

会のキャリアパスの特徴はキャリアの複線化で、職員が自らの志向性やライフイベン

トなどに合わせて進みたいパスを選択できる。 

 処遇設定には、基本給を２本立て（加給と役割給）にしており、加給はいわゆるベー

シックな基本給、役割給はキャリアパス（等級）に見合った定額の基本給となってい

る。 

 平成28年度には、より多様な働き方を受け入れることができる等級を新設し再構成

を図った。業務軽減があっても正職員で雇用ができる等級を新設したため、今後、外

国人雇用や限定職員の採用にも対応できるキャリアパス制度となっている。 
 

図表７【人事制度相関図（イメージ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 社会福祉法人聖風会では、若い職員が辞めるなど、職員を育てることが課題となっ

ていた。そこで、新人教育の重要性を明確にして、改革に取り組み、新人教育ツー

ルである「Ｄｏ簿」を策定した。Ｄｏ簿は、年々見直しを行い、作成から10年が経過

した。 

 新人職員を教える立場の「トレーナー」は、２～３年目の比較的年齢層の近い職員

であり、教えられることと教えることの両方を通して、職員の育成が行われている。 

 また、大規模法人であることから、採用、教育・育成、定着の対象となる人数も多

く、それぞれが分断される形で対応されてきたものを、法人横断型プロジェクトとし

て「人材マネジメント委員会」を発足させたところ、採用から教育、教育から育成、

育成から定着といった連続的な人事管理という発想が生まれ、それぞれの担当者の発

想が深くなる（より効果的な企画ができる）という効果が生じた。 

 聖風会では、制度構築やツール作成について法人オリジナルで構築しており、それ

が他法人との差別化（ブランディング）となっている。 
  

キャリアパスと連動した、納得性のある処遇体系を構築 取組３ 

まとめ 
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近藤理事長 

 当法人の人事制度は、職員育成（手法）→育成（機会）→評

価（考課）→処遇（給与）と一連の対応とリンクしており、そ

のうちの「新人職員指導」としてＤｏ簿を活用しています。 

 Ｄｏ簿のベースになったのは、平成13年４月より運用開始さ

れた「サービス向上統一基準書」でした。その後様々な試行錯

誤があり、内容をより一層充実し、聖風会全職員の提供するサー

ビスが一律であり、最高のサービスを提供することを目的とし

て作成しました。Ｄｏ簿は導かれる側／導く側双方が共通に使

用できるツールであり、双方で活用することで、進捗状況・理

解度・指導の統一性が図られ、１年間の新人職員教育を行う事

で、現場での信頼関係、悩み、疑問の解決につなげることができるツールです。 

 福祉人材難の今、職員の育成に注力し、職員が働きやすい環境を作ることは法人の

責務だと考えます。 

 

 
 
 

法人名  社会福祉法人 聖風会 

理事長名 近藤 常博 

所在地  東京都足立区花畑４丁目39番10号 

事業概要 特別養護老人ホーム 

開 設  昭和29年 

事業所基礎データ ①正規職員459名、非正規職員420名 

         ②離職率7.2％ 

         ③有給休暇取得率 非公開 

         ※平成28年度末データ 

 

事業者コメント 

事業者プロフィール 
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職員参加型の組織文化の構築 

 
社会福祉法人稲城青葉会 城山保育園上石原 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 城山保育園上石原の特徴として、働きやすい職場環境がある。出産・育児からの

復帰がほぼ100％であり、職員の定着率が高い。職員同士が相手の考えを尊重して

関わっており、一人ひとりの職員が保育や職場作りに自分の意見が言いやすい環

境・組織文化がある。 

○ 組織文化の形成には、法人トップの理事長の行動パターンが大きく影響してい

る。「職員の話を聞く、上手くいかないときは一緒に悩む、何か始めるときは自分

から動く」といったコミュニケーションが日常業務の中で何度も繰り返されてい

た。その過程の中で、職員の中に「私たちの保育園」という意識が生まれた。 

○ マニュアル作成等の仕組作りも組織文化を形作ってきた。マニュアルを園の仕事

の仕方として浸透させていくことが、組織文化をさらに強化することにつながって

いる。 

 

 
 
 

【組織文化を形成した理事長の行動パターン】 

 社会福祉法人稲城青葉会 城山保育園上石原の職員の定着率の高さにつながる組織

文化の形成には、法人設立当初からの理事長の行動パターンが大きく影響している。

理事長自ら職員の話を聞く、上手くいかないときは一緒に悩む、何か始めるときは、

自分から動く。そういった理事長と職員の間のコミュニケーションが、日常の業務の

中で何度も繰り返されていく中で、「私たちの保育園」という意識が生まれた。日々

の保育の中で職員が一体となって「みんなで」取り組む、指導的職員が後輩職員と「一

緒に」考える、悩むという組織文化は、ここから形成されている。 
  

本事例における対象 

組織区分 事業所

職員数 
正規 24名 

非正規 26名 

サービス種別 保育 

職員参加型の組織文化の構築により、職員の定着を促進 

職員参加型により作られたマニュアル等を活用した人材育成 育成 

組織 

風土 

ポ イ ン ト 

事例のあらまし 

職員参加型の組織文化の構築により、職員の定着を促進 取組１ 
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○ 城山保育園上石原の特徴として、働きやすい職場環境がある。出産・育児からの

復帰がほぼ100％であり、職員の定着率が高い。職員同士が相手の考えを尊重して

関わっており、一人ひとりの職員が保育や職場作りに自分の意見が言いやすい環

境・組織文化がある。 

○ 組織文化の形成には、法人トップの理事長の行動パターンが大きく影響してい

る。「職員の話を聞く、上手くいかないときは一緒に悩む、何か始めるときは自分

から動く」といったコミュニケーションが日常業務の中で何度も繰り返されてい

た。その過程の中で、職員の中に「私たちの保育園」という意識が生まれた。 

○ マニュアル作成等の仕組作りも組織文化を形作ってきた。マニュアルを園の仕事

の仕方として浸透させていくことが、組織文化をさらに強化することにつながって

いる。 

 

 
 
 

【組織文化を形成した理事長の行動パターン】 

 社会福祉法人稲城青葉会 城山保育園上石原の職員の定着率の高さにつながる組織

文化の形成には、法人設立当初からの理事長の行動パターンが大きく影響している。

理事長自ら職員の話を聞く、上手くいかないときは一緒に悩む、何か始めるときは、

自分から動く。そういった理事長と職員の間のコミュニケーションが、日常の業務の

中で何度も繰り返されていく中で、「私たちの保育園」という意識が生まれた。日々

の保育の中で職員が一体となって「みんなで」取り組む、指導的職員が後輩職員と「一

緒に」考える、悩むという組織文化は、ここから形成されている。 
  

本事例における対象 

組織区分 事業所

職員数 
正規 24名 

非正規 26名 

サービス種別 保育 

職員参加型の組織文化の構築により、職員の定着を促進 

職員参加型により作られたマニュアル等を活用した人材育成 育成 

組織 

風土 

ポ イ ン ト 

事例のあらまし 

職員参加型の組織文化の構築により、職員の定着を促進 取組１ 

【職員参加型の運営に向けた取組】 

 職員参加型の組織運営をきちんと成果に結びつけていくためには、保育目標を明確

にしていく必要があった。「子ども主体の保育で、いかに生きる力を身につけていく

ことを支援するか」といった保育を各職員が意識的に行うために、中期計画を職員全

員で実施し、ＰＤＣＡサイクルを回す業務管理を行っている。 

 具体的には、中期計画を職員参加型で立案し、役割分担をして実施している。中期

計画の取組内容には、第三者評価の結果や主任の提案が組み入れられる。また、クラ

スをまたがって職員が集まるチームが「保護者チーム」「地域チーム」等、領域別に

組織されており、そのチーム内で議論された内容も、年度計画を作成する時期までに

園長に集約される仕組みになっている。 

 中期計画には、担当者として各職員の名前が記載され、職員一人ひとりの園の運営

への貢献が表（図表１）で示される。この表で、チームの目標達成の進捗を確認する

ことができる。職員全員が中期計画を確認する作業を普段から行うことで、「みんな

で」の文化を維持している。 
 

図表１【中期計画（抜粋）】 

戦略的取組課題 具体的取組内容 担当者 

新しい遊びの研究充実 クラスで人気の絵本などを紹介する（ランキング） ○○、○○、

○○ 

・・・・  

・・・・・・・ ・・・・  

 ※城山保育園上石原では、事務所の壁にこの一覧が大きく貼られている。 

 

【新人職員の育成】 

 新人職員に対しては、法人理念等、法人の職員として共有しておきたい事、仕事を

する上で必要な情報が凝縮され、その園の業務に必要なルールや考え方を学べる「職

員のしおり」（図表２）を使用して研修を行う。「職員のしおり」の内容は以下の通り

である。しおりの内容は、すべての職員にとっても必要な内容となっているため、年

度の始めに、その年のしおりが職員全員に対しても配布される。 
 

 

   図表２【「職員のしおり」（表紙）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「職員のしおり」目次 

 ・法人理念を忘れないように 

 ・職員としての自覚 

 ・業務の役割分担表 

 ・本年度の事業計画 

 ・行事予定 

 ・保育理念、保育方針、行動指針等 

 ・保育課程、保育年間計画 

 ・中期計画の状況 

 ・今年度の行事当番表 

 ・組織 

 ・ＢＣＰ計画 

 ・緊急連絡先 帰宅計画 
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【育児休業の職員に対するフォロー】 

 当該園は、離職率が低く、法人に長く勤めている職員も多い。職員一人ひとりのワ

ークライフバランスを大事にして欲しい、自分の生活が充実していないとよりよい保

育は出来ないという管理者の考えが基本にある。それにつながる取組の一つに、育児

休業を取得する職員への対応がある。育児休業中の職員には、毎月「園だより」を送

って、園の様子を伝える。育児休業中の職員が復帰する際には、園長面談を行い、復

帰の時期や働き方について相談する場が設定され、復帰の時期や時短勤務等、本人の

希望を最優先した対応がとられる。時短の働き方については、他の職員も一緒に検討

する。法律が整備される前から、当該園では、職員の提案によりこういった取組を実

施していた。 

 

 
 
 

 城山保育園上石原のマニュアル（図表３）は、平成14年に法人の全職員が参画する

プロジェクトにより、それまでに作り上げてきた保育（園）のすべてをまとめる形で

作成されたものが基になっている。法人内に新しい保育園ができると、各園固有の内

容をそこに追加して記述する。そうして作られた城山保育園上石原のマニュアルの総

頁数は現在375頁あり、主な内容は次の通りである。現在は、そのマニュアルを基に

バージョンアップを毎年行い、内容をスリム化している。 
 

図表３【城山保育園マニュアル 外観】 

 

理念・使命・目標／役割分担表／職務基準書／子

供に対する対応／保育カリキュラム／保健業務／

虐待防止／給食業務／行事／園の運営関連業務／

緊急時対応業務／見学者、相談者に対する対応業

務／電話対応／一時預かり事業／地域交流事業 

 

 

 

 

 

 『城山保育園マニュアル』作成にあたっては、各自が担当した部分を自分なりに表

現し、仕事内容を記載してそのまま綴じる形とした。そのため、マニュアルに対して、

職員一人ひとりの思い入れがあり、これまで作ってきた保育園の業務の集大成という

位置づけになっている。このマニュアルを浸透させていくことが、園の組織文化をさ

らに強化させることにつながっている。 

 新人職員に対しては、クラスリーダーを中心としたＯＪＴが実施される。また、新

人職員には、マニュアルに基づいて作成された、入職から３年間で覚える業務のチェ

ックリスト（図表４）が渡される。１年経過後、クラスリーダーと一緒に内容をチェ

ックする。人材育成の際は、指導担当職員が後輩職員と「みんなで」「一緒に」とい

う方法を実践しており、このことも「一緒に保育を作っていく」という当該法人の組

織文化の強化につながっている。 
  

職員参加型により作られたマニュアル等を活用した人材育成 取組２ 

－24－



図表４【城山保育園上石原 新人OJTチェックリスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 城山保育園上石原の特徴は、「みんなで」「一緒に」保育を行う職員参加型の組織文

化である。職員が保育を実践するときに何か課題が生じた時や、何か実践したい事が

出てきた時には、同僚や上司が一緒に考えてくれる関わりが当たり前になっている。

また、マニュアルに従うこと、中期計画をみんなで立案して役割分担する等の仕事の

進め方などが組織内で共有されている。そのような組織文化は、元々、理事長が保育

士のアイデアを引き出しながら一緒に作ってきた過程によってできたものである。 

 その組織文化の根底には、理事長が職員一人ひとりと向き合って、大切に関わって

きた姿がみえてくる。当該園では、この職員参加型の組織文化から、職員一人ひとり

の職場への愛着も生まれ、職員の定着も良い。 

 現在は、理事長と一緒に働いてきた職員が管理職として、職員参画型の組織運営を

受け継いでいる。例えば、部下との関わりにおいては、保育士のアイデアを引き出す

コミュニケーションをとり、中期計画の策定に誰もが意見を言える環境にあり、マニ

ュアルもみんなで修正し続けている。 

 ただし、そのような組織文化を作っている部下との関わり方や仕事の進め方が、理

事長から管理職へ、そして次の世代へ受け継がれる中で、次第に失われていく可能性

もある。管理職が今後どのように組織を運営していくのかが問われる。 
  

年数 項目 内容

１年目 ☆社会人としての心がまえ

・挨拶

・顧客はもちろんのこと、職員間でも気持ちのよい挨
拶を！チームワークにつながる。休憩や退勤も周りに
所在がわかるようにする為にも）

・身だしなみ
・職種に適した身だしなみができているか？爪・アク
セサリー等
・名札はきちんと見えるようにしておく。

・遅刻・欠席

・連絡、報告。手助けしてもらった人へのお詫びとお
礼の言葉。急な休みは、当番の変更。
・16:30に１日の様子の確認と健康状態の報告の連絡
をする。
・届出の仕方。

・すみやかに行動できる人
に！

・イレギュラーな出来事、みんなで協力すれば早いこ
と（沢山の荷物や思い荷物が届いた、外回りの大がか
りな整備や、花の植え替えなど）「やります！手伝い
ます！」と速やかに行動できる人材と、上司がまわり
が動いたり困っていても知らん顔の人材…どこの会社
で欲しいと思う人材はどっち？

・時間厳守

・集団行動

・次の場所に移動しましょうとなった時。ダラダラ
しゃべりながら移動？すみやかに移動？待っている人
に迷惑をかけているのは、どっち？

☆稲城青葉会としての心構え

・電話対応

・電話対応（相手にとっては勤務年数に関係ない出た
人に対応が園の印象になる。）
※電話対応マニュアル

１年目 ２年目 ３年目

社会福祉法人　稲城青葉会　城山保育園上石原　新人ＯＪＴチェックリスト

　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当職員
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城所理事長 

 法人の開設当時は、自分（理事長）が設立した法人なのだから

人には任せられませんでした。だから、理事長である自分が職場

を仕切るのが当然という意識がありました。ただ、協力者が保育

園の開設前からそろっていたわけではなく、そのような状況で、

どのように作りたい保育園にしていくかを考えると、保育士のア

イデアを活かしていくのは、当然のことでした。私は自分のこと

をおせっかいだと思いますが、保育を一緒に考える、何か始める

ときは、自分から動く、上手くいかないときは一緒に悩む、その

ように行動するのが自然でしたし、それは今でも変わっていません。一方で、保育や

仕事は常に変わっていかなければならないという思いを持たなければならないと思

います。今、当法人では新たな取組として、城山保育園南山（稲城市）の立地を生か

して、本格的な里山保育の準備を進めています。いろいろな困難と向き合いながら、

地域の中で、法人が目指す保育環境作りについてチャレンジしています。 

 

主任 （城山保育園上石原は、当該法人における３つめの保育園であるが、

主任は法人設立当時からのベテラン職員であり、当該園の立ち上げから現

在に至る） 

 私たちの人材育成は、保育の専門知識を学ぶこととは別に、日

常の保育において、「みんなで」「一緒に」を実践することを大切

にしています。日々の保育で何か課題が生じた時も、「やってもら

いたい事」をあまり直接的に言いません。「どうやろうか、何かア

イデアがないか」を聞きながら、一緒にできることはないかと考

えて関わっています。ただ、時代が変わると、それをプレッシャ

ーに感じる職員も現れるかもしれません。それでも、同じ空間、同じ時間を過ごすこ

とに意味があることを体験として感じているので、顔を合わせてのコミュニケーショ

ンを大切にしたいです。今でも、何かあっても最後は理事長や園長が守ってくれると

いう安心感を持って仕事をしていますが、私たちもそういう存在になれるよう、頑張

りたいと思います。 

 

 
 
 

法人名  社会福祉法人 稲城青葉会 城山保育園上石原 

理事長名 城所 真人  園長 城所 理恵 

所在地  東京都調布市上石原３丁目８番10 

事業概要 保育所 

開 設  平成４年 

事業所基礎データ ①正規職員24名、非正規職員26名（法人職員数：175名） 

         ②離職率4.2％ 

         ③有給休暇取得率 73.2％ 

         ※平成28年度データ 
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６ 
 

「くるみん」（子育てサポートマーク） 

取得までの軌跡 

 
社会福祉法人嬉泉 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組を進める前の背景】 

○ 社会福祉法人嬉泉では、自ら子育てを経験して復職してきた職員が現在の管理職

にもいることから、育児をしながら仕事を続ける職員を支える風土は、法人の中に

既に形成されていた。しかし、平成23年、法人内の育児休業取得者はほとんどおら

ず、結婚・出産を機に退職するケースが増加する状況にあった。 

○ 同じ頃、次世代育成支援対策促進法の一部改正により、当該法人が行動計画の策

定・届出義務化の対象となった。 

【取組】 

○ 職員が仕事と子育てを両立させることができ、かつ法人・各事業所が働きやすい

環境をつくることで、すべての職員がその能力を十分に発揮できるよう、常務理事

の発案により、「次世代プロジェクトチーム」を発足させた。 

○ 現状を把握するため、職員に対するアンケート調査を実施。調査結果を踏まえた

啓発活動を実施するとともに、「くるみん」取得に向け、行動計画を策定した。 

○ 「くるみん認定」後、さらなる制度充実を目指して、労働条件の整備を行う等、

取組を続けるとともに、「くるみん認定マーク」を採用活動にも活用している。 

○ 平成26年度からは、人事採用業務の専門部署を設置し、情報の一元化と業務の効

率化を行うことで、採用の質を上げ、雇用のミスマッチを防ぎ、人材定着を促進す

る、といった課題に向けて取組を進めた。 

 

用語解説 くるみん認定 

「子育てサポート企業」として、厚生労働大臣の認定を受けた証である。 

次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画を策定した企業のうち、計画に定めた

目標を達成し、一定の基準を満たした企業は、申請を行うことによって「子育てサポート企業」

として、厚生労働大臣の認定（くるみん認定）を受けることができる。 

  

本事例における対象 

組織区分 事業所 

職員数
正規 343名 

非正規 136名 

サービス種別 保育・障害 

次世代プロジェクトチームを立ち上げ、「くるみん認定」に向けた取

組を通じて休暇取得促進等の職場環境を整備 

採用の質の向上に向けた採用活動体制の見直し 採用 

人事 

労務 

ポ イ ン ト 

事例のあらまし 
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 社会福祉法人嬉泉では、平成23年度から、すべての職員が能力を十分に発揮できる

よう、仕事と子育ての両立ができ、職員が働きやすい職場環境づくりに向け、「次世

代育成プロジェクトチーム」を立ち上げ、「くるみん認定」に向けた取組をスタート

させた。 

 

【くるみん認定に向けた活動】 

 現状を把握するため、職員アンケート調査を実施し、調査結果を踏まえた行動計画

を策定した。 

 産前産後休業、育児休業の職員の理解を図るため、産前産後休業、育児休業、子育

てまでの約６年間にどのような支援体制があるかが時系列に整理し、職員が出産、育

児を考える際に参考となる分かりやすい資料を作成し、配布した（図表１）。 

 
図表１【「平成26年法令基準による仕事と育児を両立するための支援制度」の案内（法人内）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 相談窓口「kosodate@」を設置して、諸制度にまつわる質問、休職中の職員相談を

受け付けた。また、収集した情報は一元化し、プロジェクトチーム内の情報共有に役

立てた（図表２）。 

 また、超過勤務削減の取組として毎月25日（給与支給日）を「ノー残業デイ」（カ

エルデイ）とし、管理職へ啓発活動を継続的に実施した（図表３）。 

 こういった取組の結果、平成25年度末くるみん第１期行動計画を終え、くるみん認

定2015を受けた。平成23年度からの３年間で、育児休業取得者実績は大幅に増加し、

平成26年度の育児休業取得者は、平成23年度の７倍の21名となった。 
  

次世代プロジェクトチームを立ち上げ、「くるみん認定」に向けた取

組を通じて休暇取得促進等の職場環境を整備 
取組１ 
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図表２【「次世代育成プロジェクト」の案内（法人内）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３【「ノー残業デイの設置 促進活動について」の案内（法人内）】 
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【くるみん認定後の取組】 

 くるみん認定後は、採用活動における課題の追求をしていく中で、離職率に注目し

た。更なる制度の充実による離職率の低減、特に入職して３年目の離職率を低減させ、

人材育成につなぐことの重要性を指針として具体的な行動目標に掲げ、働き方の見直

しに資する多様な労働条件整備を図った。 

 例えば、年次有給休暇取得促進のための措置として、入職後６か月経過後付与を３

か月経過後付与に改めた。また、休暇取得促進ポスターの掲示（図表４）、管理職へ

啓発をして（図表５）、全職員が計画的に年次有給休暇を取得しやすい職場風土を醸

成することに努めた。 さらに、平成26年12月より、子の看護休暇を１時間単位で取

得することを可能とした。 
 

 図表４【「年次有給休暇の計画的取得を」】 図表５【有給休暇の計画的取得ついて】 

 

図表5【有給休暇の計画的取得について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「くるみん認定」に係るさらなる取組】 

 

 現在新たに、「プラチナくるみん」認定、「えるぼし認定企業」（女性活躍推進法）

の２つの目標に向けて取組を進めている。 
 

用語解説 プラチナくるみん 

くるみん認定を既に受け、両立支援の制度の導入や利用が相当程度進み、高い水準の取組を行っ

ている企業を評価しつつ、継続的な取組を促進するためのもの 

 

用語解説 えるぼし認定 

一般事業主行動計画の策定及び策定した旨の届出を行った企業のうち、一定の基準を満たし、女

性の活躍推進に関する状況等が優良な企業について、厚生労働大臣の認定を受けることができる

制度 
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 本部の事務担当のみが採用活動を行っていた際は、法人の魅力を十分に伝えている

とは言えない状態であり、採用の質を上げて、雇用のミスマッチを防ぐことが課題と

なっていた。 

 

【組織体制見直しによる採用業務の一元化】 

 平成26年度より採用人事業務担当を専任と

し、情報の一元管理と採用業務効率化を図っ

た。本部事務局の採用人事担当係と、拠点採

用業務担当が密に連携をとる形になっている

（図表６）。 

 

【リクルーター制度導入による採用説明会の

実施、学校へのアプローチ】 

 リクルーターは、求職者の身近な就活サ

ポーターの位置づけで、各事業所から入職４

年目までの職員が選抜され、入職してからも

良い相談相手になっている。リクルーターは

採用説明会での説明と応募者との交流を主に

担当するとともに、大学、専門学校、短大へ

の窓口にもなっていて、学校側からの紹介も

増えている。また、リクルーターが動きやす

いよう、リクルーターの上司が、本人の業務

とリクルーター活動の両立ができるよう配慮

をしている。 

 

【その他の工夫】 

○ 「くるみん認定マーク」を求人票に記載して、採用説明会での説明を実施するこ

とで、学校からの紹介が増えるに至っている。 

○ 雇用のミスマッチを防ぐため、内定が決まった方の１日から２日の体験実習を実

施している。 

○ ハローワーク渋谷とも連携をとり、ハローワーク渋谷としても初の企画となる採

用イベントを実施した。ハローワーク渋谷の実績から、他管轄のハローワークから

の就業相談、紹介も増加している。 
 
 
 
 

 社会福祉法人嬉泉では、「くるみん」認定まで、ステップを踏んで計画的に職場環

境整備を進めてきた。取得を目指してきたことで、働きやすい職場作りに対する意識

を法人内で高めることができた。また、「くるみん」の取得は法人の魅力になってお

り、採用にも有利に働いている。 

 当該法人には職場の雰囲気を大切にし、主体的行動を促す組織風土がある。常務理

事がプロジェクトチーム発案後、職員の主体性に任せていることが成功に繋がってい

る。育児休業やワークライフバランスを成功させるには、経営陣の意識改革とそれを

遂行するという明確な意思表示が大切である。確かに「くるみん」を取得するために

図表６ 採用活動に関する法人体制組織

採用の質の向上に向けた採用活動体制の見直し 取組２ 

まとめ 
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は、職員の休暇取得を促進する必要があり、人員をある程度確保しなければならない

ことから人件費はかかる。しかし、労働環境の良さは、離職を防ぐ一つの要因となる

ことを考えれば、これまでにかけていた採用コストや新人育成に係るコストを削減す

ることにつながる。また、定着が進めば法人職員としての成熟も進むので、職員によ

る理念の実践もより実現できるようになる（生産性の向上）。「くるみん」取得のため

の人件費より、人材流失による採用や人材育成のコストの方が遥かに大きいので、人

員増は将来の人材流失に備えての先行投資となるとの考え方が大切である。 

 

 
 
 

育児休業復職経験者（入職９年目、主任補 所属：子どもの生活研究所保育士） 

 今回育児休業をしますと３回目になります。１人目の時は７ヶ月で職場復帰、２人目

の時は１年で職場復帰をしました。１人目の時は、どこに相談をすればよいのかが分か

りませんでしたので、いろいろと自分で調べながら、育児休業をした経験をしています。

次世代育成プロジェクトチームが発足されてからは、本部に相談しても何でも分かって

もらえて、不安に思う事がなくなりました。以前から上司の理解もあり、育児休業は取

りやすい雰囲気はありましたが、どうすればよいのか不安に思うことがありました。今

ではそれも解消されて、より育児休業が取りやすくなりました。お互いにフォローし合

える雰囲気はありましたが、実務面でもより安心できる体制となりました。 

リクルーター（入職２年目、所属：子どもの生活研究所保育士） 

 私は、四大卒の新卒でここに入職しました。今２年目で、リクルーターとしても新

人です。今は（インタビューをした平成29年２月）、リクルーター活動は一休みで、

保育士としての仕事に専念しています。リクルーターとしての活動は採用説明会に参

加すること、応募者との交流をすることが、主

なものです。その活動においては、本部の採用

人事係と拠点採用業務担当がよく連携されてい

て、とてもやりやすいです。事前準備の煩わし

さもありません。保育士とリクルーターの両立

が大変ということはありません。応募者からよ

くある「休暇は取りやすいか」という質問に対

しては、はっきりと「取れます」と答えること

ができました（平成28年度の有給休暇取得率は

72.0％。特に半日単位だけでなく１時間単位の

有給休暇を取得できる）。 

 

 
 
 

法人名  社会福祉法人 嬉泉 

理事長名 須藤 祐司 

所在地  東京都世田谷区船橋 1-30-9 

事業概要 保育所、障害児入所施設、障害者支援施設 他 

開 設  昭和41年 

事業所基礎データ ①正規職員343名、非正規職員136名 

         ②離職率 16.5％ 

         ③有給休暇取得率 72.0％ 

         ※平成28年度データ 
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７ 
 

「成長を目指す」攻めの経営方針に基づく 

マネジメントで、職員のやる気と積極性を 

引き出す 
 

社会福祉法人章佑会 江戸川区立虹の家 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組を始める前の背景】 

○ 平成16年当時、措置から契約方式への切り替えが予定される等、障害者福祉サー

ビス分野の業界を取り巻く環境が大きく変化する時期にあった。 

○ 同じ時期、設立10周年を迎えた社会福祉法人章佑会では、各施設の経営分析を行

い、事業規模が変わらない場合、人件費率の上昇が経営を圧迫し、赤字転落は免れ

ないとの試算が出た。 

【取組】 

○ 理事長は、「社会のニーズを汲み取り新たな福祉サービスを開発・提供する」と

いう法人の行動指針も踏まえ、「積極的な新規拠点開設により事業規模の拡大・成

長を目指す」という方針の転換を図った。 

○ 方針の転換にあたり、理事長自ら各施設を回り、全職員参加の説明会を開催した。

経営者側と職員の対話を通じて現場のニーズが汲み上げられたことで「職員の事情

に配慮した柔軟な雇用・就業形態」に取り組むきっかけにもなった。 

○ 新規拠点の立ち上げには、事業所を管理運営する管理者が不可欠であるため、「虹

の家」の和田所長が中心となり、管理職を計画的に養成する仕組みとなる「計画的

な人事ローテーションによるＯＪＴ」と「事業所運営の知識・方法を体系的に学ぶ

ための研修」から構成される管理職育成体系を構築した。 

○ モチベーション向上施策として、人事考課に基づいて賞与の支給額に差をつける

といった実力主義の要素を導入した処遇の仕組みを取り入れている。また、賞与の

支給対象でない契約職員やパート職員にも、勤務態度や能力が優秀な者には、「期

末勤勉手当」を支給している。併せて、職員との密なコミュニケーションをとるこ

とで、職員の納得感を担保している。 

本事例における対象 

組織区分 事業所

職員数 
正規 34名 

非正規 13名 

サービス種別 障害 

ポ イ ン ト 

様々な機会や手段を活用して、法人の運営方針の理解・共有 

・浸透を徹底 

「管理職・主任」を組織の成長を支える基盤と位置づけ、研修や異動

で計画的に育成 

人材 

育成 

柔軟な雇用・就業形態により、人材の確保と効率的な活用を推進 
人事 

労務 

人材 

育成 

人事考課を賞与に反映させることで、職員の処遇に実力主義を導入 処遇 

事例のあらまし 
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 社会福祉法人章佑会は、平成６年３月に設立され、設立10周年を迎えた平成16年に、

現理事長が大きな経営方針の転換を図っている。そこには、障害者福祉サービス分野

において、措置から契約方式への切り替えが予定される等、業界を取り巻く環境が大

きく変化する時期に当っていたという背景がある。 

 

【法人の存続と職員の処遇改善を両立するためには、事業の持続的な成長が必要】 

 まず、中長期（５か年）計画を策定することとし、その中で施設ごとに損益分岐点

の分析を行った。その結果、現状（平成16年時点）の事業規模が変わらないとした場

合、早晩赤字転落は免れないとの試算が導かれた。 

 設立後10年を経過して職員の平均年齢が高まるにつれ、人件費率の上昇が経営を圧

迫する状況が生じていることが、先の分析で明らかになった。 

 こうした検討を経て、理事長は「今後安定的に法人を運営しつつ職員の処遇も向上

させていこうとするなら、事業の拡大を通じて分配のパイ自体を大きくすることが不

可欠」との結論に至った。これに「社会のニーズを汲み取り新たな福祉サービスを開

発・提供する」という創業時からの法人の行動指針を実現したい想いが合わさって、

「積極的な新規拠点開設により事業規模の拡大・成長を目指す」という新たな路線に

踏み出す決断をした。 

 しかし、この方針転換はすぐには受け入れられず、当初、理事や幹部職員の一部か

らは、借入金の負担増や人材育成の面で、反対意見が続出した。 

 理事長は、これらの反対意見に対して根拠を示しつつ説得に努め、自ら各施設を回

り、非正規を含む全職員参加の説明会を開催して、職員一人ひとりに直接語りかける

ことにした。説明会の席上で理事長は、今後は成長路線に舵を切り積極的に新規拠点

の開設を進めていくつもりであること、何故この方針転換が必要なのかについて、中

期経営計画のシミュレーション結果を示しつつ丁寧に説明した。そして職員に「もう

『電車』は動き始めている。みんなで一緒にこの『電車』に乗ろう」と訴えかけ、新

方針への理解と参画を求めた。 

 

【方針の理解を通じて、組織に一体感と活力が生まれる】 

 当初は法人本部内でも「急激な方針転換についていけず離職する人が相当出るので

はないか」と懸念していたが、結果ほとんど離職者は出なかった。 

 むしろ、これを機に『組織としての一体感がより強まった』『当初は新方針に積極

的ではなかった管理職の意識改革につながった』『「成長を目指す」「新しいことに挑

戦する」という法人の気風が確立された』等の効果がもたらされた。また、経営と職

員の対話を通じて現場のニーズが汲み上げられたことで、「職員の事情に配慮した柔

軟な雇用・就業形態（後述）」に取り組むきっかけともなった。 

 この時打ち出された経営方針は、その後の法人の成長を加速させる土台になり、10

年以上が経過した現在も基本的な方向性は変わることなく、法人運営の指針となって

いる。当時の説明会の内容は、その場に参加できなかった人も閲覧できるようにビデ

オやスライドにまとめられ、内容をアップデートしつつ、現在も求職者や新規入職者

への説明資料として活用されている。 

 法人業績を見ると、平成16年から平成27年の11年間で拠点数は約５倍（３か所→14

ヵ所）、利用者数は約２倍（115千人→230千人）、職員数も約２倍（250人→500人）に

増加している。事業規模拡大に伴う積極採用で職員数が大幅に増加した結果、人件費

様々な機会や手段を活用して、法人の運営方針の理解・共有 

・浸透を徹底 
取組１ 
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も上昇しているが、収入の増加がそれをカバーする形で、人件費率は68％（平成27年

度）と60％台を維持している。 

 

 

 

 

 新規拠点の立ち上げには事業所を管理運営する管理者の存在が不可欠であり、新規

拠点の開設が続く中、必要な人材を充足するための具体的な対策の必要性が浮かび上

がってきた。 

 そこで章佑会は、管理職および次世代の管理職候補者である主任クラスの職員をい

かに育成していくかといった「管理職を計画的に養成する仕組み」の構築に取り組ん

でいくことになった。 

 

【人事ローテーション（ＯＪＴ）と研修（Ｏｆｆ-ＪＴ）による管理職・主任の育成】 

 章佑会の管理職育成体系は、和田所長が独自に開発・構築したもので、「計画的な

人事ローテーション（配属・異動）によるＯＪＴ」と、「事業所運営の知識・方法を

体系的に学ぶための研修（Ｏｆｆ-ＪＴ）」から構成されている。 

 現在「虹の家」は、法人内における管理職育成の中核施設として位置づけられてい

る。管理職・主任への昇格候補者は、昇格前に「虹の家」に配属され、ここでの勤務

を通じて施設の管理運営に必要なスキルを学ぶ（＝ＯＪＴ）と同時に、約１年間をか

けて「中堅職員ステップアップ研修」を受講する（＝Ｏｆｆ-ＪＴ）。この両方のプロ

セスを経ることが管理職への昇格要件になっている。 

 「中堅職員ステップアップ研修」の講師は和田所長が務めている。内容は、「法人

の管理職・施設経営者としての役割」「組織構造」「経営の基礎知識」「財務管理」「人

事労務管理」「サービス管理」「リスク管理」「情報管理」「マネジメント概論」と多岐

にわたる。受講者には、毎回研修前にテキストの予習が求められ、研修後は確認テス

トが行われる。全課程終了後に最終テスト（管理職試験）が行われ、それに合格する

と修了認定となる。研修は年間育成計画に則って定期的に実施されるが、都合により

欠席になってしまった場合には映像による視聴が可能であったり、単発での研修実施

用に簡易版のプログラムも作成される等、運用の見直しや内容の充実が図られている。 

 

 
 
 

 「虹の家」では、職員にできる限り長く働き続けてもらうために、職員個々の事情

に応じて、入職時の雇用形態から他の雇用形態への転換を柔軟に認めている。 

 ①パート職員→契約職員→一般職員→総合職員への転換に際しては、本人の能力や

勤務状況等に問題がないことを前提に、所長面談や筆記試験をクリアした上で、法人

の承認を得る必要がある。一方、②総合職員→一般職員→契約職員→パート職員への

転換については、基本的には法人・施設と本人との間で雇用条件について合意できれ

ば可能となる。 

 「虹の家」での雇用形態の転換実績はこれまでに４件あり、「一般職員→総合職員」

が１件、「パート職員→契約職員」が２件、「一般職員→契約職員」が１件である。今

後もこの制度を柔軟に活用しつつ、職員の定着率向上を目指している。 
  

「管理職・主任」を組織の成長を支える基盤と位置づけ、研修や異

動で計画的に育成 
取組２ 

柔軟な雇用・就業形態により、人材の確保と効率的な活用を推進 取組３ 
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 人事考課は「虹の家」における人事管理の基盤であり、人事考課に基づいて賞与の

支給額に差をつける実力主義の要素を導入している。 
 

図表1【「虹の家」人事考課基準】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３【賞与支給基準（平成28年12月）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２【「虹の家」自分振り返りシート】 

評価 賞与支給率（月数） ※半期 

10 2.3 
特に優秀で他職員の模範になる

者については評価を1プラス 

9 2.2  

8 2.1  

7 2.0  

6 1.9  

5 1.8  

4 1.7  

3 1.6  

2 1.5  

1 1.4 
他職員に対して悪い見本になる

者については評価を1マイナス 

人事考課を賞与に反映させることで、職員の処遇に実力主義を導入 取組４ 
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 人事考課は半期ごと年２回実施される。考課基準は大きく「成績考課」「意欲態度

考課」「能力考課」の３要素に分かれており、一般職員用は25項目、主任・リーダー

以上の職員用は30項目からなる（図表１）。職員は、半年間の自分の仕事ぶりを振り

返って自己評価を行うと共に、『自分振り返りシート』（図表２）を記入して、所長と

の考課面談に臨む。最終的に「１」～「10」の10段階評価が決定され、その結果が夏

冬の賞与に反映される（図表３）。 

 通常の10段階に加え、特に優秀あるいは問題があった者に対しては更にプラスマイ

ナス1の調整が加わることで、実際には12段階の評価となる。賞与に換算すると、最

高評価と最低評価の間では年間2.2ヶ月と２倍以上の差がつく。 

 また、契約職員やパート職員にも、勤務態度や能力が優秀だったり業務への貢献が 

認められる者には、「期末勤勉手当」（契約職員：0.1～0.3か月分、パート職員：一律

１万円）を支給している。こちらも金額以上に対象者のモチベーション向上に効果を

発揮している。 

 これらの人事考課および賞与支給基準は全て職員に公表されており、実力主義を推

進するツールとして機能している。 

 他方、昇給は原資・金額共に法人の決定により、全事業所一律である。かつ、昇給

には人事考課は反映されない。その背景には、半期ごとの精算である賞与には実力主

義を導入する一方、全勤続期間に渡って累積され、時間外手当や賞与、退職金等広範

な影響がある基本給は安定的に昇給させることでバランスをとる考えがある。 

 評価が職員の処遇に与える影響が大きい分、評価に対する職員の納得感が重要にな

る。その点については、職員とのコミュニケーションを密にとることで担保している。

半期に１回の評価面談以外に、年に数回所長との面談機会を設けており、現場レベル

で職員の疑問や不満を早期に吸い上げ対応できるよう留意している。 

 また、これらの面談を通じて、職員の側から「こんなことがやりたい」「こうする

べきだ」等の提案がなされることもある。章佑会では、こうした職員の自発的な提案

やチャレンジを極力尊重し、積極的に後押ししている。 

 

 
 
 

 章佑会の特徴は、何と言ってもその積極的な経営姿勢にあるだろう。特に今回取り

上げた「虹の家」は、法人における中核的な人材育成機関という位置づけもあってか、

そうしたカラーが鮮明に感じられ、大変ユニークな存在と言える。 

 現在、福祉・介護業界全体が抱える構造的な課題に、人材確保の困難さがある。積

極的な規模拡大を図る上で、その点がボトルネックにならなかったのかとたずねたと

ころ、「採用活動の中で、当法人の『攻め』の姿勢を前面に打ち出してアピールした

ことが、特に新卒に対しては有効だった。成長拡大を目指す姿勢が、『若手も早期に

昇格できるチャンスがある』と思ってもらえたことで、チャレンジ精神旺盛な人材の

採用につながったと思う」との回答があった。 

 もちろん成功の要因はそれだけではなく、費用やマンパワーを集中的に投入した結

果でもあるが、実際に章佑会では新規拠点の開設が集中した平成24年から26年にかけ

て、100名を超える新卒採用に成功している。人材確保に悩む法人にとって示唆に富

む事例である。 
  

まとめ 

 
 
 

 江戸川区立「虹の家」和田所長 

 当法人の強みは、「理念（想い）」と「経営（数字）」の両立

にあるのではと思います。このふたつが車の両輪として、法人

を前進させる動力源になっています。もちろん、「職員のやる

気やアイディアを否定しない」「新しい取組に対する抵抗感が

薄い」といった当法人の気風も無視できません。 

 私自身について言えば、本部に所属していた間に、理事長の

下で法人全体の経営や運営に触れることができ、拠点長として

現場に転出した際にその経験を活かせたことが大きかったと

思います。特に新規拠点の立ち上げ担当者というポジションは、ある意味ミニ法人の

経営者のようなものですから。 

 「虹の家」は江戸川区から運営を引き継いで３年になりますが、その間全てが順調

に進んだわけではありません。今は新入職員に対して、入職前の現場見学や入職後の

メンター制度等の受入体制が敷かれていますが、最初の１年はそんな余裕もなく、新

卒で入ってきた職員もいきなり現場に配属せざるを得ませんでした。そこでメンター

によるサポートを経験できなかった世代が、今度は自らがメンターとして後輩の面倒

を見なければならないのですから、そう簡単に育成の仕組みがスムーズに機能するよ

うにはなりません。さらに、当施設は管理職候補者の養成機関としての役割も負って

いるため、どうしてもそちらに育成の重点が置かれがちで、若手の育成にまで手が回

りきらなかった面もあると思います。 

 そうした問題点は、私だけでなく現場の職員も認識しています。入職３年目の若手

職員の発案で、メンター制度の改善やＯＪＴマニュアルの作成に取り組み、それらを

平成29年度に導入し運用しています。 

 これまでは所長の私がリーダーシップをとり、トップダウンで様々な施策を進めて

いくことが必要な場面も多々ありました。しかし、今後はむしろ私は一歩引いて、グ

ループ長や主任を初めとする現場に役割や権限を移譲していきたいと思っています。

それが職員の成長にもつながると考えています。 

 

 
 
 

法人名  社会福祉法人 章佑会 江戸川区立虹の家 

理事長名 馬場 康雄 

所長名  和田 治代 

所在地  東京都江戸川区西篠崎2-18-22 

事業概要 生活介護 

設立等  昭和63年（開設） 

平成26年（社会福祉法人章佑会が指定管理業務受託） 

事業所基礎データ ①正規職員34名、非正規職員13名 

         （法人職員数） 

         ②離職率 19.1％（常勤のみ７％） 

         ③有給休暇取得率 48.9％ 

         ※平成28年度データ 

事業者コメント 

事業者プロフィール 
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卒で入ってきた職員もいきなり現場に配属せざるを得ませんでした。そこでメンター

によるサポートを経験できなかった世代が、今度は自らがメンターとして後輩の面倒

を見なければならないのですから、そう簡単に育成の仕組みがスムーズに機能するよ
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いるため、どうしてもそちらに育成の重点が置かれがちで、若手の育成にまで手が回

りきらなかった面もあると思います。 

 そうした問題点は、私だけでなく現場の職員も認識しています。入職３年目の若手
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平成29年度に導入し運用しています。 

 これまでは所長の私がリーダーシップをとり、トップダウンで様々な施策を進めて

いくことが必要な場面も多々ありました。しかし、今後はむしろ私は一歩引いて、グ

ループ長や主任を初めとする現場に役割や権限を移譲していきたいと思っています。

それが職員の成長にもつながると考えています。 
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所長名  和田 治代 
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設立等  昭和63年（開設） 

平成26年（社会福祉法人章佑会が指定管理業務受託） 

事業所基礎データ ①正規職員34名、非正規職員13名 

         （法人職員数） 

         ②離職率 19.1％（常勤のみ７％） 

         ③有給休暇取得率 48.9％ 

         ※平成28年度データ 

事業者コメント 

事業者プロフィール 
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平成 29 年度「東京都福祉人材対策推進機構」専門部会（人材確保）委員一覧 

  所属団体 役職 名前 

1 
社会福祉法人 東京都社会福祉協議会 

東京都介護保険居宅事業者連絡会 
ユアハウス弥生 所長 飯塚 裕久 

2 
社会福祉法人 東京都社会福祉協議会 

保育部会 
昭島ナオミ保育園 園長 伊能 恵子 

3 公益社団法人 東京都介護福祉士会 副会長 浦尾 和江 

4 株式会社 エイデル研究所 東京本部取締役 大塚 孝喜 

5 
東京労働局職業安定部 

職業安定課 
課長補佐 大谷部 博明 

6 
社会福祉法人 東京都社会福祉協議会 

東京都高齢者福祉施設協議会 

特別養護老人ホーム六月 

施設長 
小和瀬 孝雄 

7 株式会社 リクルートキャリア 
HELPMAN! JAPAN 

事業推進ユニット ユニット長 
坂田 祐一 

8 
社会福祉法人 東京都社会福祉協議会 

知的発達障害部会 

小金井聖ヨハネ支援センター 

施設長 
田中 公彦 

9 一般社団法人 全国保育士養成協議会 日本女子大学 家政学部児童学科 准教授 和田上 貴昭 

10 
東京都福祉保健局 

少子社会対策部 保育支援課 
課長代理 青木 弘昭 

11 
東京都福祉保健局 

高齢社会対策部 介護保険課 
課長代理 谷山 倫子 

12 
東京都福祉保健局 

生活福祉部 地域福祉推進課 
統括課長代理 原田 聡郎 

13 
東京都福祉保健局 

障害者施策推進部 地域生活支援課 
課長代理 山林 佑次 

14 
社会福祉法人 東京都社会福祉協議会 

東京都福祉人材センター 
研修室 室長 小島 敏則 

15 社会福祉法人 東京都社会福祉協議会 事務局長 小林 秀樹 

16 
社会福祉法人 東京都社会福祉協議会 

東京都福祉人材センター 
人材情報室 室長 平賀 由香 

 
     【五十音順、敬称略】 

 

（事務局）社会福祉法人東京都社会福祉協議会 

     東京都福祉人材センター      人材対策推進室 室長  宮川 智行 

－52－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録番号 （２９）３４２ 

 

東京都福祉人材対策推進機構事業 

 

職場環境を改善したい福祉事業者の方へ 

おすすめ実践例 

－困ったときこそ取り組みたい職場環境づくり－ 
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